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23年度 24年度 25年度 3,238,427 3,238,427 25年度 26年度 27年度 3,572,704 3,572,704

1 総
保育に関する
管理事業

保育に関する管理
事務を適正に行う
ことにより安定し
た保育の提供を図
る。

乳幼児
保護者

定
例
定
型

実施保育園
数

公立保育園
６園

公立保育園
６園

公立保育園
６園

112,090
公立保育
園６園

入園児童の人数や状
況に応じ、適切に職
員を配置した。

Ａ 保育に関する管
理事業

保育に関す
る管理事務
を適正に行
うことによ
り安定した
保育の提供
を図る。

乳幼児
保護者

定
例
定
型

入園児童数 2,500人 2,800人 2,900人 109,458 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

1
保育に関する
管理事業

  
非常勤職員の
労働保険手続
き

手続き回数 年１回 年１回 322
保育に関する管
理事業

非常勤職員の
労働保険手続
き

手続き回数 年１回 311
維
持

③
成
果

事業の
方向性

目標値

必要性

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

平成２５年度計画

保育課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 広域連携の

具体的な内
容

広域連携に関する
取組

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

実績値

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

課かい名

施策目標 ニーズに合った多様な保育を行う

保育課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称

指標・目標

事業の指
標の達成
状況

活動指標の名称

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

事
業
№

目標値
活動

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

1
保育に関する
管理事業

 
非常勤職員へ
の賃金支払い

支払回数 年１２回 年１２回 104,356
保育に関する管
理事業

非常勤職員へ
の賃金支払い

支払回数 年１２回 101,666
維
持

1
保育に関する
管理事業

非常勤職員の
受付・雇用・
配置事務

非常勤職員の
雇用人数

９５人 ９１人
保育に関する管
理事業

非常勤職員の
受付・雇用・
配置事務

非常勤職員
の雇用人数

９６人

予
算
な
し

1
保育に関する
管理事業

教育実習生の
受入事務

実習生の受入
人数

５０人 ７０人
保育に関する管
理事業

教育実習生の
受入事務

実習生の受
入人数

７０人

予
算
な
し

1
保育に関する
管理事業

正規及び非常
勤職員への被
服の貸与事務

貸与回数 年１回 年１回 390
保育に関する管
理事業

正規及び非常
勤職員への被
服の貸与事務

貸与回数 年１回 479
維
持

1
保育に関する
管理事業

会計監査・厚
生省監査への
対応事務

対応回数 年１回 年１回
保育に関する管
理事業

会計監査・厚
生省監査への
対応事務

対応回数 年１回

予
算
な
し

1
保育に関する
管理事業

保育料納入通
知書作成事務

保育料納入通
知書の作成枚
数

１０，０
００枚

１０，０
００枚

1,287
保育に関する管
理事業

保育料納入通
知書等作成事
務

保育料納入
通知書の作
成枚数

１０，０
００枚

1,536
維
持管理事業 知書作成事務

数
枚 枚

務 成枚数
枚

1
保育に関する
管理事業

園庭開放に伴
う損害賠償保
険手続き事務

加入回数 年１回 年１回 81
保育に関する管
理事業

園庭開放に伴
う損害賠償保
険手続き事務

加入回数 年１回 95
維
持

1
保育に関する
管理事業

保育に関する
研修会の実施

開催回数 年２回 年２回 80
事業№31に分
割

1
保育に関する
管理事業

保育に関する
研修会の実施

開催回数 年８回 年８回 400
事業№31に分
割

1
保育に関する
管理事業

給食栄養計
算、入所シス
テムリース手
続き事務

契約及び支払
回数

年１２回 年１２回 4,416
保育に関する管
理事業

給食栄養計
算、入所シス
テムリース手
続き事務

契約及び支
払回数

年１２回 4,568
維
持

1
保育に関する
管理事業

保育園共益費
等負担金支払
い事務

支払回数 年１２回 年１２回 490
保育に関する管
理事業

保育園共益費
等負担金支払
い事務

支払回数 年１２回 509
維
持

1
保育に関する
管理事業

安全衛生委員
会の開催

開催回数 年８回 年８回
保育に関する管
理事業

安全衛生委員
会の開催

開催回数 年８回

予
算
な
し

保育に関する 保育に関する管
予
算

1
保育に関する
管理事業

組合との協議 協議回数 年６回 年１４回
保育に関する管
理事業

組合との協議 協議回数 年１２回
算
な
し

1
保育に関する
管理事業

過年度保育料
償還金の支払
い

支払回数 年２回 ０回 0
保育に関する管
理事業

過年度保育料
償還金の支払
い

支払回数 年２回 51
維
持

1
保育に関する
管理事業

課内消耗品の
購入

支払回数 随時 随時 268
保育に関する管
理事業

課内消耗品の
購入

支払回数 随時 243
維
持

1
保育園入園実
施事業

保育に関する管
理事業

保育園入園審
査事務

決定回数
（入園児童
数）

年１２回
（2544
人）

予
算
な
し

1
保育園入園実
施事業

保育に関する管
理事業

保育園入園児
の徴収金の決
定事務

決定回数 年１２回

予
算
な
し

701 総
保育園入園実

適正な入園決定を
行うことにより児 乳幼児

定
例 審査・保育

年１２回 年１２回 年１２回 年１２回

毎月入園審査会を実
施し、保育が必要な Ａ 事業№１に統合701 総

保育園入園実
施事業

行う より児
童の処遇向上を図
る

乳幼児
保護者

例
定
型

審査 保育
料の決定

年１２回 年１２回 年１２回 年１２回
施 、保育 必要な
児童を保育園へ入園
させた。

Ａ 事業№１に統合
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23年度 24年度 25年度 3,238,427 3,238,427 25年度 26年度 27年度 3,572,704 3,572,704

③
成
果

事業の
方向性

目標値

必要性

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

平成２５年度計画

保育課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 広域連携の

具体的な内
容

広域連携に関する
取組

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

実績値

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

課かい名

施策目標 ニーズに合った多様な保育を行う

保育課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称

指標・目標

事業の指
標の達成
状況

活動指標の名称

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

事
業
№

目標値
活動

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

701
保育園入園実
施事業

保育園入園審
査事務

決定回数
（入園児童
数）

年１２回
（2,384
人）

年１２回
（2,503
人）

事業№１に統合

保育園入園児
701

保育園入園実
施事業

保育園入園児
の徴収金の決
定事務

決定回数 年１２回 年１２回 事業№１に統合

2 総
保育園収納事
務事業

民間保育園に収納
委託を行うことに
より滞納額の減少
を図る

保護者

定
例
定
型

徴収率 98.00％ 98.00％ 98.00％ 91 98.28%
保育料の徴収率につ
いて、目標値を達成
した。

Ａ 保育料収納事務
事業

民間保育園に
収納委託を行
うことにより
滞納額の減少
を図る

乳幼児
保護者

定
例
定
型

徴収率 98.33％ 98.33％ 98.33％ 240 未 高 高 高
現状維
持

あ
り

なし
維
持

2
保育園収納事
務事業

保育料の徴収 徴収率 年９８％ 98.28％
保育料収納事務
事業

保育料の徴収 徴収率
年９８．
３３％

あ
り

④選択と集中の
徹底・自主財源
の確保

年98.33％ 収納率 25

督促・催告、
差押、保育園
での納付相談
の実施

予
算
な
し

2
保育園収納事
務事業

収納事務委託
収納事務の委
託契約園

民間１７
園

民間１７
園

91
保育料収納事務
事業

収納事務委託
収納事務の
委託契約園

民間２０
園

240
維
持

2
保育園収納事
務事業

現年度の催告
書の発送

発送回数 年３回 年３回 保育料収納事務
事業

現年度の催告
書の発送

発送回数 年３回
予
算
な
し

2
保育園収納事
務事業

過年度の催告
書の発送

発送回数 年２回 年２回 保育料収納事務
事業

過年度の催告
書の発送

発送回数 年２回
予
算
な
し

2
保育園収納事
務事業

保育園での納
付相談

相談回数 年１回
実績なし

保育料収納事務
事業

保育園での納
付相談

相談回数 年２回
予
算
な
し

2
保育園収納事
務事業

口座振替促進
通知

依頼回数
随時 随時

保育料収納事務
事業

口座振替促進
通知

依頼回数
随時

予
算
な
し

2
保育園収納事
務事業

収納課との連
携

協議回数 随時 随時
保育料収納事務
事業

収納課との連
携

協議回数 随時

予
算
な
し

3 総
民間保育所運
営補助事業

運営費を助成する
ことにより、経営
基盤の安定及び強
化並びに入所児童
の処遇向上を図
る。

乳幼児
保護者

政
策
補助保育園
数

民間保育園
１７園

民間保育園
１８園

民間保育園
１８園

347,105
民間保育
園１８園

民間保育園へ保育士
雇用費等を補助し、
施設の運営及び保育
環境の向上が図られ
た。

Ａ 民間保育所運営
補助事業

運営費を助成
することによ
り、経営基盤
の安定及び強
化並びに入所
児童の処遇向
上を図る。

乳幼児
保護者

政
策
補助保育園
数

民間保育園
２１園

民間保育園
２２園

民間保育園
２３園

483,045 未 高 高 高 拡大
な
し

なし
増
や
す

3
民間保育所運
営補助事業

民間保育所へ
保育士雇用費
等を補助

補助保育園数
民間保育
園１９園

民間保育
園１８園

347,105
民間保育所運営
補助事業

民間保育所へ
保育士雇用費
等を補助

補助保育園
数

民間保育
園２１園

433,102
増
や
す

3
民間保育所運
営補助事業

民間保育所運営
補助事業

民間保育所へ
保育士雇用費
等を補助

補助保育園
数

民間保育
園２１園

49,943
増
や
す

民間保育所運 園長連絡協議 民間保育所運営 園長連絡協議
予
算

3
民間保育所運
営補助事業

園長連絡協議
会の開催

開催回数 年１１回 年１１回
民間保育所運営
補助事業

園長連絡協議
会の開催

開催回数 年１１回
算
な
し

3
民間保育所運
営補助事業

待機児童解消
の為の協議

協議回数 随時 随時
民間保育所運営
補助事業

待機児童解消
の為の協議

協議回数 随時

予
算
な
し

4 総
認定保育施設
補助事業

認定保育を行っている
民間保育所に対して補
助することにより、認
可保育所の定員不足等
により入所を余儀なく
されてる児童の処遇向
上を図る。

乳幼児
保護
者・施
設

政
策
対象施設数 ７施設 ７施設 ８施設 59,705 ８施設

認定保育施設の経営
の安定及び保育環境
の向上が図られた。

Ａ 認定保育施設補
助事業

認定保育を行ってい
る民間保育所に対し
て補助することによ
り、認可保育所の定
員不足等により入所
を余儀なくされてる
児童の処遇向上を図
る。

乳幼児
保護
者・施
設

政
策
対象施設数 ９施設 １０施設 １１施設 58,942 未 高 高 高

現状維
持

な
し

なし
維
持

4
認定保育施設
補助事業

入所人数によ
る施設への補
助等

対象施設数 ７施設 ８施設 59,705
認定保育施設補
助事業

入所人数によ
る施設への補
助等

対象施設数 ８施設 58,942
維
持

4
認定保育施設
補助事業

立入検査
立入検査の回
数

年１回 年１回
認定保育施設補
助事業

立入検査
立入検査の
回数

年１回

予
算
な
し

5 総
障害児保育推
進特別強化対
策事業

民間保育所に入所
している障害児
の、処遇の向上及
び保育に対して補
助を行う。

乳幼児
保護者

定
例
定
型

対象人数 ２人 ２人 ２人 7,041 １２人

障害児受入施設の健
全運営及び当該児童
の保育環境の向上が
図られた。

Ａ
障害児保育推進
特別強化対策事
業

民間保育所に入
所している障害
児の、処遇の向
上及び保育に対
して補助を行
う。

乳幼児
保護者

定
例
定
型

補助人数 １１人 １３人 １４人 9,227 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
増
や
す

5
障害児保育推
進特別強化対
策事業

障害児入所に
対して施設に
補助

補助施設数 民間２園 民間７園 7,041
障害児保育推進
特別強化対策事
業

障害児入所に
対して施設に
補助

補助人数 １１人 9,227
増
や
す

緊急 時的に

6 総
一時預かり事
業

緊急・一時的に保
育を必要とする児
童の入所に対して
民間保育所に補助
を行う。

乳幼児
保護者

政
策
補助保育園
数

民間保育園
７園

民間保育園
８園

民間保育園
８園

5,292
民間保育
園７園

一時預かり事業を実
施する施設の経営安
定及び多様な保育
サービスの提供が図
られた。

Ａ 一時預かり補助
事業

緊急・一時的に
保育を必要とす
る児童の入所に
対して民間保育
所に補助を行
う。

乳幼児
保護者

政
策
補助保育園
数

民間保育園
９園

民間保育園
９園

民間保育園
９園

8,130 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
増
や
す
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23年度 24年度 25年度 3,238,427 3,238,427 25年度 26年度 27年度 3,572,704 3,572,704

③
成
果

事業の
方向性

目標値

必要性

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

平成２５年度計画

保育課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 広域連携の

具体的な内
容

広域連携に関する
取組

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

実績値

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

課かい名

施策目標 ニーズに合った多様な保育を行う

保育課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称

指標・目標

事業の指
標の達成
状況

活動指標の名称

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

事
業
№

目標値
活動

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

6
一時預かり事
業

一時預かりに
対して施設に
補助

補助保育園数
民間保育
園７園

民間保育
園７園

5,292
一時預かり補助
事業

一時預かりに
対して施設に
補助

補助保育園
数

民間保育
園９園

8,130
増
や
す

7 総
社会福祉法人
施設整備費補
助事業

民間保育所の施設
整備に対して補助
することにより、
入所児童の処遇の
改善、経営基盤の
安定を図る。

補助対象
認可保育
園（民
間）・児
童養護施
設

政
策
補助施設数

小規模１６
施設・大規
模３施設

小規模１４
施設・大規
模３施設

小規模１４
施設・大規
模３施設

5,032

小規模１
３施設・
大規模２
施設

児童の処遇改善、施
設の安定経営が図ら
れた。

Ａ
社会福祉法人施
設整備費補助事
業

民間保育所の施設
整備に対して補助
することにより、
入所児童の処遇の
改善、経営基盤の
安定を図る。

補助対象
認可保育
園（民
間）・児
童養護施
設

政
策
補助施設数

小規模２３
施設・大規
模３施設

小規模２５
施設・大規
模３施設

小規模２６
施設・大規
模３施設

7,750 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
増
や
す

社会福祉法人
民間保育所及
び児童養護設

小規模１ 小規模１
社会福祉法人施

民間保育所及
び児童養護施

小規模１
増

7
社会福祉法人
施設整備費補
助事業

び児童養護設
に対して、施
設整備補助金
支払い事務

補助施設数

小規模
９施設・
大規模３
施設

小規模
３施設・
大規模２
施設

5,032
社会福祉法人施
設整備費補助事
業

び児童養護施
設に対して、
施設整備補助
金支払い事務

補助施設数

小規模
９施設・
大規模３
施設

7,750
増
や
す

8 総
延長保育促進
事業費補助事
業

延長保育を行って
いる民間保育所に
対して補助するこ
とにより、入所児
童の福祉向上を図
る。

乳幼児
保護者

政
策
補助保育園
数

民間保育園
１７園

民間保育園
１８園

民間保育園
１８園

120,028
民間保育
園１８園

入園児童の処遇向上
及び施設の利便性の
向上が図られた。

Ａ 延長保育促進事
業費補助事業

延長保育を行って
いる民間保育所に
対して補助するこ
とにより、入所児
童の福祉向上を図
る。

乳幼児
保護者

政
策
補助保育園
数

民間保育園
２１園

民間保育園
２２園

民間保育園
２３園

136,351 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
増
や
す

8
延長保育促進
事業費補助事
業

延長保育に対
して施設へ補
助

補助保育園数
民間保育
園１９園

民間保育
園１８園

120,028
延長保育促進事
業費補助事業

延長保育に対
して施設へ補
助

補助保育園
数

民間保育
園２１園

136,351
増
や
す

9 総
民間保育所施
設整備借入償
還金補助事業

当該借入金償還金
の助成を行うこと
により、社会福祉
法人の経営基盤の
安定を図る。

補助対
象認可
保育園
（民
間）

政
策
補助園数

民間保育園
８園

民間保育園
１１園

民間保育園
１２園

39,101
民間保育
園１０園

保育園の経営基盤の
安定が図られた。 Ａ

民間保育所施設
整備借入償還金
補助事業

当該借入金償還金
の助成を行うこと
により、社会福祉
法人の経営基盤の
安定を図る。

補助対
象認可
保育園
（民
間）

政
策
補助園数

民間保育園
１０園

民間保育園
１０園

民間保育園
１０園

42,225 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

9
民間保育所施
設整備借入償
還金補助事業

社会福祉法人
への補助

補助園数
民間保育
園１０園

民間保育
園１０園

39,101
民間保育所施設
整備借入償還金
補助事業

社会福祉法人
への補助

補助園数
民間保育
園１０園

42,225
維
持

10 総
届出保育施設
補助事業

認可外保育所に対
して補助を行うこ
とにより、児童の
保育水準の向上を
図る。

乳幼児
保護
者・施
設

政
策
補助施設数 １２施設 １３施設 １４施設 2,248 １３施設

認可外保育施設の保
育環境の向上が図ら
れた。

Ａ 届出保育施設補
助事業

認可外保育所に対
して補助を行うこ
とにより、児童の
保育水準の向上を
図る。

乳幼児
保護
者・施
設

政
策
補助施設数 １７施設 １８施設 １９施設 2,885 未 高 高 高

現状維
持

な
し

なし
維
持

10
届出保育施設
補助事業

届出保育施設
に対して補助

補助回数 年１回 年１回 2,248
届出保育施設補
助事業

届出保育施設
に対して補助

補助回数 年１回 2,885
維
持

10
届出保育施設
補助事業

立入検査 施設数 ２１施設 １０施設
届出保育施設補
助事業

立入検査 施設数 １８施設

予
算
な
し

10
届出保育施設
補助事業

認定化のため
の協議書提出

協議書提出回
数

年１回 年１回
届出保育施設補
助事業

認定化のため
の協議書提出

協議書提出
回数

年１回

予
算
な
し

11 総
特定保育事業
費補助事業

週２・３日程度の
保育に欠ける児童
を保育することに
より、児童の処遇
改善を図る。

乳幼児
保護者

政
策
補助保育園
数

民間保育園
３園

民間保育園
４園

民間保育園
４園

5,562
民間保育
園３園

認可保育園の入園要
件に満たない児童の
預かりが図られた。

Ａ 特定保育事業費
補助事業

週２・３日程度
の保育に欠ける
児童を保育する
ことにより、児
童の処遇改善を
図る。

乳幼児
保護者

政
策
補助保育園
数

民間保育園
３園

民間保育園
４園

民間保育園
４園

5,670 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
増
や
す

11
特定保育事業
費補助事業

社会福祉法人
への補助

補助保育園数
民間保育
園３園

民間保育
園３園

5,562
特定保育事業費
補助事業

社会福祉法人
への補助

補助保育園
数

民間保育
園３園

5,670
増
や
す

12 総
休日等保育事
業

休日に保育を行う
ことにより、保護
者の子育てと就労
の両立を支援し、
児童福祉の増進を
図る。

乳幼児
保護者

政
策
実施園数 ２園 ２園 ２園 258 ２園

休日に就労する保護
者の子育てに貢献
し、児童福祉の増進
が図られた。

Ａ 休日等保育事業

休日に保育を行う
ことにより、保護
者の子育てと就労
の両立を支援し、
児童福祉の増進を
図る。

乳幼児
保護者

政
策
延利用者数 延９０人 延９０人 延９０人 360 未 高 高 高

現状維
持

な
し

なし
維
持

12
休日等保育事
業

保育の実施 実施園数

２園
（延べ利
用者数
30人）

２園
（延べ利
用者数１
０１人）

258 休日等保育事業 保育の実施 延利用者数 ９０人 360
維
持

13 総
民間保育所等
運営事業

民間保育所に対し
て補助を行うこと
により、経営の安
定、児童の処遇向
上を図る。

民間保
育園

政
策
対象保育園
数

１７園 １８園 １８園 1,760,986 １８園

民間保育園の経営安
定および入園児童の
処遇改善が図られ
た。

Ａ 民間保育所等運
営事業

民間保育所に対し
て補助を行うこと
により、経営の安
定、児童の処遇向
上を図る。

民間保
育園

政
策
対象保育園
数

２１園 ２２園 ２３園 2,019,472 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
増
や
す

13
民間保育所等
運営事業

児童保育委託
運営費支払い

支払施設数
市外保育
園50園

市外保育
園54園

30,429
民間保育所等運
営事業

児童保育委託
運営費支払い

支払施設数
市外保育
園50園

35,000
増
や
す

13
民間保育所等
運営事業

保育所入所児
童運営費支払
い

支払施設数
民間１９
園

民間１８
園

1,730,557
民間保育所等運
営事業

保育所入所児
童運営費支払
い

支払施設数
民間２１
園

1,984,472
増
や
す

14 総
保育園業務管
理事業

公立保育園の業務
を管理することに
より、円滑な運営
及び児童の処遇向
上を図る

乳幼児
保護者

定
例
定
型

実施保育園
数

公立保育園
６園

公立保育園
６園

公立保育園
６園

5,826
公立保育
園６園

公立保育園の保育環
境の向上が図られ
た。

Ａ 保育園管理事業

公立保育園におけ
る安全安心な保育
環境の向上を目指
す

乳幼児
保護者

定
例
定
型

実施保育園
数

公立公営保
育園６園

公立公営保
育園６園

公立公営保
育園６園

26,813 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

14
保育園業務管
理事業

公立６園消耗
品購入

支払施設数 公立６園 公立６園 2,656 保育園管理事業
公立６園消耗
品購入

支払施設数 公立６園 2,716
維
持

14
保育園業務管
理事業

支払い手続き 支払施設数 公立６園 公立６園 566 保育園管理事業 支払い手続き 支払施設数 公立６園 576
維
持

14
保育園業務管
理事業

公立６園調理
員等検便手数
料支払い

支払施設数 公立６園 公立６園 1,146 保育園管理事業
公立６園調理
員等検便手数
料支払い

支払施設数 公立６園 1,450
維
持

料支払い 料支払い

14
保育園業務管
理事業

ロッカー等備
品購入

支払施設数 公立２園 公立２園 116 保育園管理事業
備品購入の検
討

実施回数 随時
維
持
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23年度 24年度 25年度 3,238,427 3,238,427 25年度 26年度 27年度 3,572,704 3,572,704

③
成
果

事業の
方向性

目標値

必要性

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

平成２５年度計画

保育課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 広域連携の

具体的な内
容

広域連携に関する
取組

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

実績値

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

課かい名

施策目標 ニーズに合った多様な保育を行う

保育課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称

指標・目標

事業の指
標の達成
状況

活動指標の名称

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

事
業
№

目標値
活動

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

14
保育園業務管
理事業

印刷機賃貸借 支払施設数 公立４園 公立４園 849 保育園管理事業 印刷機賃貸借 支払施設数 公立４園 850
維
持

14
保育園業務管
理事業

県保育会等負
担金支払い

支払施設数 公立６園 公立６園 346 保育園管理事業
県保育会等負
担金支払い

支払施設数 公立６園 391
維
持

メール一斉
14

保育園業務管
理事業

メール一斉
送信システ
ム整備

実施施設数 公立６園 公立６園 147
事業№31に統
合

14
保育園施設維
持管理事業

保育園管理事業
公立６園消耗
品購入

支払施設数 公立６園 285
維
持

14
保育園施設維
持管理事業

保育園管理事業
公立６園プロ
パンガス等支
払い

支払施設数 公立６園 1,171
維
持

14
保育園施設維
持管理事業

保育園管理事業
公立６園水道
代等支払い

支払施設数 公立６園 10,681
維
持

14
保育園施設維
持管理事業

保育園管理事業
公立６園緊急
修繕

支払施設数 公立６園 4,200
維
持

14
保育園施設維
持管理事業

保育園管理事業
公立６園ピア
ノ調律

手数料支払
施設数

公立６園 62
維
持

保育園施設維 公立６園設備 委託料支払
14

保育園施設維
持管理事業

保育園管理事業
公立６園設備
保守

委託料支払
施設数

公立６園 3,999
維
持

14
保育園施設維
持管理事業

保育園管理事業 土地賃借料 支払施設数 公立１園 432
維
持

14
保育園施設維
持管理事業

保育園管理事業
建物維持管理
点検シート作
成

作成回数 年２回

予
算
な
し

702 総
保育園施設維
持管理事業

公立保育園の業務
を管理することに
より、円滑な運営
及び児童の処遇向
上を図る。

乳幼児
保護者

定
例
定
型

実施保育園
数

公立保育園
６園

公立保育園
６園

公立保育園
６園

19,066
公立保育
園６園

公立保育園の保育環
境の向上が図られ
た。

Ａ 事業№14に統
合

702
保育園施設維
持管理事業

公立６園消耗
品購入

支払施設数 公立６園 公立６園 269
事業№14に統
合

702
保育園施設維
持管理事業

公立６園プロ
パンガス等支
払い

支払施設数 公立６園 公立６園 1,179
事業№14に統
合

702
保育園施設維
持管理事業

公立６園水道
代等支払い

支払施設数 公立６園 公立６園 10,478
事業№14に統
合

702
保育園施設維
持管理事業

公立６園緊急
修繕

支払施設数 公立６園 公立６園 2,981
事業№14に統
合

702
保育園施設維
持管理事業

公立６園ピア
ノ調律

手数料支払施
設数

公立６園 公立６園 62
事業№14に統
合

702
保育園施設維
持管理事業

公立６園設備
保守

委託料支払施
設数

公立６園 公立６園 3,665
事業№14に統
合

702
保育園施設維
持管理事業

土地賃借料 支払施設数 公立１園 公立１園 432
事業№14に統
合

702
保育園施設維
持管理事業

建物維持管理
点検シート作
成

作成回数 年２回 年２回
事業№14に統
合

15 総
児童指導育成
事業

児童育成のための
費用を支出するこ
とにより、円滑な
運営及び児童の処
遇向上を図る。

乳幼児
保護者

定
例
定
型

実施保育園
数

公立保育園
６園

公立保育園
６園

公立保育園
６園

44,587
公立保育
園６園

公立保育園の保育環
境の向上が図られ
た。

Ａ 児童指導育成事
業

児童育成のため
の費用を支出す
ることにより、
円滑な運営及び
児童の処遇向上
を図る。

乳幼児
保護者

定
例
定
型

実施保育園
数

公立保育園
６園

公立保育園
６園

公立保育園
６園

46,187 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持
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23年度 24年度 25年度 3,238,427 3,238,427 25年度 26年度 27年度 3,572,704 3,572,704

③
成
果

事業の
方向性

目標値

必要性

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

平成２５年度計画

保育課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 広域連携の

具体的な内
容

広域連携に関する
取組

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

実績値

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

課かい名

施策目標 ニーズに合った多様な保育を行う

保育課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称

指標・目標

事業の指
標の達成
状況

活動指標の名称

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

事
業
№

目標値
活動

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

15
児童指導育成
事業

公立６園消耗
品購入

支払施設数 公立６園 公立６園 1,666
児童指導育成事
業

公立６園消耗
品購入

支払施設数 公立６園 1,752
維
持

15
児童指導育成
事業

公立６園卒園
写真代

支払施設数 公立６園 公立６園 73
児童指導育成事
業

公立６園卒園
写真代

支払施設数 公立６園 77
維
持

15
児童指導育成
事業

公立６園賄材
料費

支払施設数 公立６園 公立６園 42,805
児童指導育成事
業

公立６園賄材
料費

支払施設数 公立６園 44,315
維
持

15
児童指導育成
事業

給食検討会 開催回数
年間１２
回

年間１２
回

児童指導育成事
業

給食検討会 開催回数
年間１２
回

予
算
な
し

15
児童指導育成
事業

公立６園園庭
土砂代

支払施設数 公立６園 公立６園 43
児童指導育成事
業

公立６園園庭
土砂代

支払施設数 公立６園 43
維
持

15
児童指導育成
事業

備品購入費 支払施設数 公立１園 実績なし 0
児童指導育成事
業

備品購入の検
討

実施回数 随時
維
持

16 総
児童健康管理
事業

児童育成のための
費用を支出するこ
とにより、円滑な
運営及び児童の処
遇向上を図る。

乳幼児
保護者

定
例
定
型

実施保育園
数

公立保育園
６園

公立保育園
６園

公立保育園
６園

2,522
公立保育
園６園

公立保育園の保育環
境の向上が図られ
た。

Ａ 児童健康管理事
業

児童育成のため
の費用を支出す
ることにより、
円滑な運営及び
児童の処遇向上
を図る。

乳幼児
保護者

定
例
定
型

実施保育園
数

公立保育園
６園

公立保育園
６園

公立保育園
６園

2,535 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

16
児童健康管理
事業

公立６園嘱託
医報酬

支払施設数 公立６園 公立６園 2,375
児童健康管理事
業

公立６園嘱託
医報酬

支払施設数 公立６園 2,375
維
持

16
児童健康管理

児童ぎょう
虫 尿検査委

委託料支払施
公立６園 公立６園 147

児童健康管理事
児童ぎょう
虫 尿検査委

委託料支払
公立６園 160

維16
事業

虫、尿検査委
託

設数
公立６園 公立６園 147

業
虫、尿検査委
託

施設数
公立６園 160

持

17 総
放課後児童健
全育成事業

保護者が昼間労働等で
家庭にいない小学校低
学年児童を対象に、放
課後等に適切な遊び及
び生活の場を提供し、
健全育成を図る。

放課後
児童

政
策
児童クラブ
設置数

２３か所 ２４か所 ２４か所 211,903

公設２５
施設
準公設１
施設

徐々に利用希望者が
増加する中、全施設
において同水準の
サービス提供が行え
るよう体制を整え
た。

Ａ 放課後児童健全
育成事業

指導員に対して継続
した研修を実施し、
児童クラブの質の向
上を目指すととも
に、既存施設を見直
し、保育環境の改善
を図る。

小学生
保護者

政
策
指導員研修
開催数

年２回 年２回 年２回 228,177

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

17
放課後児童健
全育成事業

放課後や土曜日
等に適切な遊び
及び生活の場を
提供する児童ク
ラブの運営

入所児童数 ９８０人
１，１２
４人

211,226
放課後児童健全
育成事業

放課後や土曜日
等に適切な遊び
及び生活の場を
提供する児童ク
ラブの運営

入所児童数
１，１０
０人

228,052

業
務
計
画

維
持

17
放課後児童健
全育成事業

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

年１２回
放課後児童健全
育成事業

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の
評価回数

年１２回
（月１
回）

業
務
計
画

予
算
な
し

17
放課後児童健
全育成事業

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
放課後児童健全
育成事業

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の
評価回数

年１回

業
務
計
画

予
算
な
し

17
放課後児童健
全育成事業

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実施
回数

年１回 年１回
放課後児童健全
育成事業

指定管理業務
モニタリング
（利用者アン
ケート）

利用者アン
ケートの実
施回数

年１回

業
務
計
画

予
算
な
し

17
放課後児童健
全育成事業

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

年４回 年４回
放課後児童健全
育成事業

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設へ
の実地調査
回数

年４回

業
務
計
画

予
算
な
し

放課後児童健

17
放課後児童健
全育成事業

放課後児童健
全育成事業を
実施する施設
の公設化事務

公設施設数 ７箇所 ４箇所 179

17
放課後児童健
全育成事業

公設施設の指
定管理者指定
事務

指定管理者指
定施設数

2７箇所
（一括委
託）

２５箇所
（一括委
託）

10

17
放課後児童健
全育成事業

メール一斉送
信システム整
備

実施施設数 ２４施設 ２６施設 488
事業№32に統
合

18 総
放課後子ども
プランの推進

平成１９年度に国
の「放課後子ども
プラン」が創設さ
れたため、庁内で
連携を図り、事業
を推進します。

放課後
児童

政
策

小学校ふれ
あいプラザ
運営協議会

年４回 年４回 年４回 年４回
定期的に打ち合わせ
を実施し、プランの
推進が図られた。

Ａ 放課後子どもプ
ランの推進

小学校ふれあいプラ
ザ運営協議会におい
て、プラザの安全で
円滑な運営を図ると
ともに児童クラブと
の連携の拡大を図
る。

小学生
保護者

政
策

小学校ふれ
あいプラザ
運営協議会
開催回数

年４回 年４回 年４回 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

18
放課後子ども
プランの推進

プラン推進の
ため庁内で連
絡調整を目的
とした打ち合
わせの開催

開催回数 年４回 年４回
放課後子どもプ
ランの推進

プラン推進の
ため庁内で連
絡調整を目的
とした打ち合
わせの開催

開催回数 年４回

予
算
な
し

19 総

待機児童解消
のための民間
保育園整備拡
充

待機児童解消や保
護者の多様なニー
ズに対応するため
老朽化した民間保
育園の定員増に伴
う建て替えの支援
を行う

乳幼児
保護者

政
策
民間保育園
数

１７園 １８園 １８園 232,415 １８園
目標どおり補助施設へ
の補助金交付を実施で
きた。

Ａ
待機児童解消の
ための民間保育
園整備拡充

待機児童解消や保護
者の多様なニーズに
対応するため老朽化
した民間保育園の定
員増に伴う建て替え
の支援を行う

乳幼児
保護者

政
策
民間保育園
数

２１園 ２２園 ２３園 60,113

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大
な
し

なし
増
や
す

19

待機児童解消
のための民間
保育園整備拡

民間保育園建
て替え等のた
めの県・社会 手続き期限

平成２５
年３月

平成２５
年３月

待機児童解消の
ための民間保育

民間保育園建
設のための
県 法人との

手続き期限
平成２６
年３月

業
務
計

予
算
な19

保育園整備拡
充

めの県 社会
福祉法人等と
の調整事務

手続き期限
年３月 年３月

ための民間保育
園整備拡充 県・法人との

調整事務

手続き期限
年３月 計

画
な
し
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23年度 24年度 25年度 3,238,427 3,238,427 25年度 26年度 27年度 3,572,704 3,572,704

③
成
果

事業の
方向性

目標値

必要性

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

平成２５年度計画

保育課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 広域連携の

具体的な内
容

広域連携に関する
取組

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

実績値

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

課かい名

施策目標 ニーズに合った多様な保育を行う

保育課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称

指標・目標

事業の指
標の達成
状況

活動指標の名称

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

事
業
№

目標値
活動

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

19

待機児童解消
のための民間
保育園整備拡
充

社会福祉法人
の設置する民
間保育園の増
改築、建て替
え等に対する
補助事務

補助施設 ４施設 ５施設 232,228
待機児童解消の
ための民間保育
園整備拡充

法人の設置す
る民間保育園
の建設に対す
る補助事務

補助施設 １施設 18,563

業
務
計
画

増
や
す

19

待機児童解消
のための民間
保育園整備拡

待機児童解消の
ための民間保育
園整備拡充

法人の設置す
る民間保育園
の建設に対す

補助施設 １施設 22,987
維
持

充
園整備拡充

る補助事務

19

待機児童解消
のための民間
保育園整備拡
充

社会福祉法人
以外の設置す
る民間保育増
改築、建て替
え等に対する
補助事務

補助施設 １施設 １施設 187
待機児童解消の
ための民間保育
園整備拡充

法人の設置す
る民間保育園
の建設に対す
る補助事務

補助施設 １施設 18,563

業
務
計
画

維
持

19

待機児童解消
のための民間
保育園整備拡
充

安心こども交
付金事業費補
助金の交付事
務

交付申請件数 ４件 ５件
待機児童解消の
ための民間保育
園整備拡充

安心こども交
付金事業費補
助金の交付事
務

交付申請件
数

２件

業
務
計
画

予
算
な
し

20 総

待機児童解消
のための公設
による保育園
整備拡充

保育ニーズに対応
する公設民営保育
園の基本設計を行
う

乳幼児
保護者

政
策
事業の進捗
状況

工事 整備完了 － 整備完了
目標どおり整備が完
了した。 Ａ

待機児童解消の
ための公設によ
る保育園整備拡
充

保育ニーズに
対応する公設
民営保育園の
基本設計を行
う

乳幼児
保護者

政
策
事業の進捗
状況

設置・工事 整備完了 － 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
増
や
す

20

待機児童解消
のための公設
による保育園
整備拡充

（仮称）浜見
平地区複合施
設整備事業に
伴う浜見平保
育園移転

事業の進捗状
況

基本設計
に係る事
業者との
協議

待機児童解消の
ための公設によ
る保育園整備拡
充

（仮称）浜見
平地区複合施
設整備事業に
伴う浜見平保
育園移転

事業の進捗
状況

設置・工
事

増
や
す

21 総
公立保育園の
地域の子育て
支援事業

公立保育園が地域
の拠点として子ど
もと保護者に質の
高い保育サービス
を提供するため施
策を策定する

乳幼児
保護者

政
策
実施事業 ７事業 ７事業 ７事業 ７事業

各種施策を実施し、
地域の子育て支援に
貢献した。

Ａ
公立保育園の地
域の子育て支援
事業

公立保育園が地
域の拠点として
子どもと保護者
に質の高い保育
サービスを提供
するため施策を
策定する

乳幼児
保護者

政
策
実施事業 ７事業 ７事業 8事業 未 高 高 高

現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

21
公立保育園の
地域の子育て
支援事業

支援施策の検
討・策定

検討会 年１２回 年１２回
公立保育園の地
域の子育て支援
事業

支援施策の検
討・策定

検討会 年１２回

予
算
な
し

21
公立保育園の
地域の子育て
支援事業

子育て相談 実施回数 随時 随時
公立保育園の地
域の子育て支援
事業

子育て相談 実施回数 随時

予
算
な
し

21
公立保育園の
地域の子育て
支援事業

園庭開放 実施日数 ２４５日 ２４５日
公立保育園の地
域の子育て支援
事業

園庭開放 実施日数 ２４５日

予
算
な
し

21
公立保育園の
地域の子育て
支援事業

のびのび広場
（サロン事
業）

実施日数 １２日 １２日
公立保育園の地
域の子育て支援
事業

のびのび広場
（サロン事
業）

実施日数 １２日

予
算
な
し

21
公立保育園の
地域の子育て
支援事業

情報紙の発行 発行回数 年４回 年４回
公立保育園の地
域の子育て支援
事業

情報紙の発行 発行回数 年４回

予
算
な
し

21
公立保育園の
地域の子育て
支援事業

子育てサーク
ル支援

支援回数 ３０回 ３８回
公立保育園の地
域の子育て支援
事業

子育てサーク
ル支援

支援回数 ３０回

予
算
な
し

21
公立保育園の
地域の子育て
支援事業

保育講座 実施回数 ７回 ７回
公立保育園の地
域の子育て支援
事業

保育講座 実施回数 ７回

予
算
な

支援事業 事業
な
し

21
公立保育園の
地域の子育て
支援事業

体験保育 実施回数 ２回 ２回
公立保育園の地
域の子育て支援
事業

体験保育 実施回数 ２回

予
算
な
し

22 総
家庭的保育事
業

市が認定した家庭的
保育者の自宅等で児
童の保育を行い、待
機児童の解消及び多
様な保育ニーズへの
対応を図る

乳幼児
保護者

政
策
児童受入人
数

１５人 １５人 ２０人 18,060 ２１人
待機児童対策及び多
様な保育ニーズの拡
充が図られた。

Ａ 家庭的保育事業

市が認定した家庭的
保育者の自宅等で児
童の保育を行い、待
機児童の解消及び多
様な保育ニーズへの
対応を図る

乳幼児
保護者

政
策
児童受入人
数

２０人 ２０人 ２５人 27,327

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大
な
し

なし
増
や
す

22
家庭的保育事
業

家庭的保育事
業消耗品購入

支払回数 随時 随時 5 家庭的保育事業
家庭的保育事
業消耗品購入

支払回数 随時 33

業
務
計
画

増
や
す

22
家庭的保育事
業

家庭的保育者
への補助金支
払い

支払回数 年１回 年１回 808 家庭的保育事業
家庭的保育者
への補助金支
払い

支払回数 年１回 2,672

業
務
計
画

増
や
す

22
家庭的保育事
業

家庭的保育事
業委託料支払
い

支払回数（児
童数）

年１２回
（月1６
人）

年１２回
（月２１
人）

17,240 家庭的保育事業
家庭的保育事
業委託料支払
い

支払回数
（児童数）

年１２回
（月２３
人）

24,611

業
務
計
画

増
や
す

22
家庭的保育事
業

家庭的保育者
の研修

研修人数 １３人 ２３人 家庭的保育事業
家庭的保育者
等の研修

研修人数 ２５人

業
務
計
画

予
算
な
し

家庭的保育事 賠償責任保険 賠償責任保険
業
務

増
22

家庭的保育事
業

賠償責任保険
料の支払い

支払回数 １回 １回 7 家庭的保育事業
賠償責任保険
料の支払い

支払回数 １回 11
務
計
画

増
や
す
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23年度 24年度 25年度 3,238,427 3,238,427 25年度 26年度 27年度 3,572,704 3,572,704

③
成
果

事業の
方向性

目標値

必要性

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

平成２５年度計画

保育課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 広域連携の

具体的な内
容

広域連携に関する
取組

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

実績値

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

課かい名

施策目標 ニーズに合った多様な保育を行う

保育課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称

指標・目標

事業の指
標の達成
状況

活動指標の名称

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

事
業
№

目標値
活動

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

23 総
ふれあい保育
補助事業

保育園に保育補助
者を配置すること
により、特別な保
育を要する児童を
含め全児童の保育
サービスの向上を
図る

乳幼児
保護者

政
策
保育補助者
数

４５人 － － 47,691 ３０人

市単独事業として配
置を希望する施設に
配置または委託を実
施し、保育環境の向
上を図った。

Ａ ふれあい保育補
助事業

保育園に保育
補助者を配置
することによ
り、特別な保
育を要する児
童を含め全児
童の保育サー
ビスの向上を
図る

乳幼児
保護者

政
策
保育補助者
数

３３人 ３５人 ３６人 57,403

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
増
や
す

23
ふれあい保育
補助事業

ふれあい保育
補助事業

施設数
民間１７
園

民間１６
園

41,475
ふれあい保育補
助事業

ふれあい保育補
助事業

施設数
民間１７
園

44,176

業
務
計
画

増
や
す

23
ふれあい保育
補助事業

ふれあい保育
補助事業

施設数 公立６園 公立６園 6,216
ふれあい保育補
助事業

ふれあい保育
補助事業

施設数 公立６園 13,227

業
務
計
画

維
持

24 総

認可外保育施
設における一
時預かり事業
の助成

緊急・一時的に保
育を必要とする児
童の入所に対して
認可外保育施設に
補助を行う。

乳幼児
保護者

政
策
補助施設数 ３施設 ３施設 ３施設 7,581 ７施設

施設の経営安定及び
保育サービスの向上
が図られた。

Ａ
認可外保育施設
における一時預
かり事業の助成

緊急・一時的に保
育を必要とする児
童の入所に対して
認可外保育施設に
補助を行う。

乳幼児
保護者

政
策
補助施設数 ８施設 ９施設 １０施設 11,400

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
増
や
す

24

認可外保育施
設における一
時預かり事業
の助成

一時預かりに
対して施設に
補助

補助施設数
認可外６
施設

認可外７
施設

7,581
認可外保育施設
における一時預
かり事業の助成

一時預かりに
対して施設に
補助

補助施設数
認可外７
施設

11,400

業
務
計
画

増
や
す

25 総
認可外保育施
設利用者の保
育料の助成

認可外保育施設を利用
している待機児童の保
護者が、認可保育園に
比べて高額な保育料を
支払っている場合に、
助成金を支払う。

乳幼児
保護者

政
策
助成人数 １９０人 ２５０人 ２５０人 10,570 ２３０人

認可外保育施設利用
者の経済的負担の軽
減が図られた。

Ａ
認可外保育施設
利用者の保育料
の助成

認可外保育施設を利
用している待機児童
の保護者が、認可保
育園に比べて高額な
保育料を支払ってい
る場合に、助成金を
支払う。

乳幼児
保護者

政
策
対象者数 ２５０人 ４００人 ４００人 9,000

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

新
た
に
位
置
付

け
る

なし
増
や
す

25
認可外保育施
設利用者の保
育料の助成

待機児童の保
護者に対して
助成

対象者数 ２５０人 ２３０人 10,570
認可外保育施設
利用者の保育料
の助成

待機児童の保護
者に対して助成

対象者数 ２５０人 9,000

業
務
計
画

新
た
に
位
置
付
け

⑥市役所の変革 ２６年度
補助事業の
見直しの実
施時期

26

補助金の対象期
間、支払時期等を
変更し、年度末に
業務が集中しない
ように図るととも
に、保護者に対し
ては申請金の変更
により申請しやす

増
や
す

る くなるように図る

26 総
公立保育園施
設改修・整備
事業

老朽化が進む公立
保育園の施設を改
修し、保育の質の
向上を図る。

乳幼児
保護者

政
策
整備園数 － １園 １園 実績なし

各保育園及び建築主
管課と協議し、次年
度の改修整備に関す
る予算確保が図られ
た。

Ｃ 公立保育園施設
改修・整備事業

老朽化が進
む公立保育
園の施設を
改修し、保
育の質の向
上を図る。

乳幼児
保護者

政
策
整備園数 ３園 ２園 ３園 40,981 未 高 高 高

現状維
持

な
し

なし
増
や
す

26
公立保育園施
設改修・整備
事業

事業実施に向
けての調整

協議回数 随時 随時
公立保育園施設
改修・整備事業

公立保育園の
施設改修

改修施設数 ２施設 14,881
増
や
す

26
公立保育園施
設改修・整備
事業

公立保育園施設
改修・整備事業

建物長寿命化
計画に基づく
施設改修

改修施設数 ２施設 26,100
増
や
す

703 総

公立保育園の
地域子育て支
援のための施
設整備事業

地域の子育て支援
の拠点として、地
域のすべての子育
て家庭を対象とし
た育児支援事業を
展開する。

乳幼児
保護者

政
策
整備園数 － １園 １園 実績なし

各保育園及び建築主
管課と協議し、次年
度の改修整備に関す
る予算確保が図られ
た。

Ｃ 事業№26に統
合

703

公立保育園の
地域子育て支
援のための施
設整備事業

事業実施に向
けての調整

協議回数 随時 随時
事業№26に統
合

27 総
保育料口座引
き落としに関
する事務

口座引き落としに
よる保育料支払い
の利便性の向上

保護者

定
例
定
型

徴収率 98.00％ 98.00％ 98.00％ 18 98.28%
保育料の徴収率につ
いて、目標値を達成
した。

Ａ
保育料口座引き
落としに関する
事務

口座引き落
としによる
保育料支払
いの利便性
の向上

保護者

定
例
定
型

徴収率 98.33％ 98.33％ 98.33％ 276 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

の向上

27
保育料口座引
き落としに関
する事務

手数料支払 支払回数 １２回 18
保育料口座引き
落としに関する
事務

手数料支払 支払回数 １２回 276
維
持

704 総
病後児保育委
託事業

中海岸保育園において病後
児保育を行うことにより、
保育者の子育てと就労の両
立を支援し、児童福祉の増
進を図る。

乳幼児
保護者

政
策
委託保育園
数

ー １園 １園 １園

事業実施により保護
者の子育てと仕事の
両立を支援し、児童
福祉の増進が図られ
た。

Ａ 事業№28に統
合

704
病後児保育委
託事業

中海岸保育園
における病後
児保育の準備

実施保育園数 １園 １園
事業№28に統
合

705 総
産休明け保育
事業費補助事
業

中海岸保育園にお
いて産休明け保育
を行い、入所児童
の福祉向上を図
る。

乳児
保護者

政
策
補助保育園
数

ー １園 １園 １園

事業実施により保護
者の子育てと仕事の
両立を支援し、児童
福祉の増進が図られ
た。

Ａ 事業№28に統
合

705
産休明け保育
事業費補助事
業

中海岸保育園
における産休
明け保育の準
備

実施保育園数 １園 １園
事業№28に統
合

28 総
中海岸保育園
管理運営事業

中海岸保育園にお
いて指定管理者に
より、多様な保育
ニーズを行う。

乳幼児
保護者

政
策
入園児童数 ー １２０人 １２０人 173,649 １２１人

指定管理者と随時協
議を行うとともにモ
ニタリングを実施
し、保育環境の向上
が図られた。

Ａ 中海岸保育園管
理運営事業

中海岸保育園に
おいて指定管理
者により、多様
な保育ニーズを
行う。

乳幼児
保護者

政
策
入園児童数 １２０人 １２０人 １２０人 177,452 未 高 高 高

現状維
持

な
し

なし
維
持

28
中海岸保育園
管理運営事業

茅ヶ崎市立中
海岸保育園の
管理運営、及

指定管理者と
の協議

随時 随時
中海岸保育園管
理運営事業

茅ヶ崎市立中
海岸保育園の
管理運営、及

指定管理者
との協議

随時

予
算
な28

管理運営事業
管理運営、及
び保育に関す
る打ち合わせ

の協議
随時 随時

理運営事業
管理運営、及
び保育に関す
る打ち合わせ

との協議
随時

な
し

28
中海岸保育園
管理運営事業

中海岸保育園
における管理
運営及び保育
の実施

入園児童数 １２０人 １２１人 173,649
中海岸保育園管
理運営事業

中海岸保育園に
おける管理運営
及び保育の実施

入園児童数 １２０人 177,452
維
持
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③
成
果

事業の
方向性

目標値

必要性

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

平成２５年度計画

保育課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 広域連携の

具体的な内
容

広域連携に関する
取組

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

実績値

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

課かい名

施策目標 ニーズに合った多様な保育を行う

保育課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称

指標・目標

事業の指
標の達成
状況

活動指標の名称

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

事
業
№

目標値
活動

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

28
中海岸保育園
管理運営事業

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の評
価回数

年１２回
（月１
回）

年１２回
（月１
回）

中海岸保育園管
理運営事業

指定管理業務
モニタリング
（月次報告）

月次報告の
評価回数

年１２回
（月１
回）

予
算
な
し

28
中海岸保育園
管理運営事業

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の評
価回数

年１回 年１回
中海岸保育園管
理運営事業

指定管理業務
モニタリング
（年次報告）

年次報告の
評価回数

年１回

予
算
な
し

指定管理業務 指定管理業務 導入施設へ 予

28
中海岸保育園
管理運営事業

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設への
実地調査回数

年４回 年４回
中海岸保育園管
理運営事業

指定管理業務
モニタリング
（実地調査）

導入施設へ
の実地調査
回数

年４回

予
算
な
し

28
中海岸保育園
管理運営事業

一時預かり事
業の実施

利用児童数
延べ500
人

延べ491
人

中海岸保育園管
理運営事業

一時預かり事
業の実施

利用児童数
延べ500
人

予
算
な
し

28
中海岸保育園
管理運営事業

特定保育事業
の実施

利用児童数
延べ950
人

延べ946
人

中海岸保育園管
理運営事業

特定保育事業
の実施

利用児童数
延べ950
人

予
算
な
し

28
病後児保育委
託事業

中海岸保育園管
理運営事業

中海岸保育園
における病後
児保育の実施

延べ利用日
数

７５日

予
算
な
し

28
産休明け保育
事業費補助事
業

中海岸保育園管
理運営事業

中海岸保育園
における産休
明け保育の実
施

入園審査回
数

年１２回

予
算
な
し

29 総

（仮称）茅ヶ崎
市営小和田住宅
等複合施設整備
事業（児童クラ
ブの整備）

公共施設整備・再
編計画に基づき、
庁内関係各課と協
議を行い、放課後
支援の充実を図
る。

放課後
児童

政
策
施設整備

関係機関協
議

関係機関協
議

関係機関協
議

関係機関
協議

公共施設整備・再編
計画において立替計
画がH28年度以降
に延期になったた
め、当面庁内調整と
なった。

Ａ

（仮称）茅ヶ崎
市営小和田住宅
等複合施設整備
事業（児童クラ
ブの整備）

小和田小学校区の
児童クラブの保育
環境を再整備し、
放課後支援の充実
を図る。

小学生
保護者

政
策
施設整備 関係課協議 関係課協議 関係課協議 未 高 高 高

現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

（仮称）茅ヶ
複合施設整備 複合施設整備

29

（仮称）茅ヶ
崎市営小和田
住宅等複合施
設整備事業
（児童クラブ
の整備）

複合施設整備
調整を目的と
した関係各課
との打ち合わ
せへの出席

施設整備
関係機関
協議

関係機関
協議

複合施設整備
調整を目的と
した関係各課
との打ち合わ
せへの出席

施設整備
関係機関
協議

予
算
な
し

30 総
子ども・子育
て新制度準備
事業

子ども・子育て
新制度準備事業

平成２７年度の新制
度本格施行に向け、
幼児期の教育、保
育、地域の子ども子
育て支援を総合的に
推進するための準備
を行う。

乳幼児
保護者

政
策
事業の進捗
状況

他団体との
協議

他団体との
協議

準備組織解
散

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大
な
し

なし
増
や
す

30
子ども・子育
て新制度準備
事業

子ども・子育て
新制度準備事業

子ども・子育
て会議の開催

開催回数 ５回

業
務
計
画

増
や
す

30
子ども・子育
て新制度準備
事業

子ども・子育て
新制度準備事業

新電子システ
ム構築

進捗状況 40％

業
務
計
画

増
や
す

30
子ども・子育
て新制度準備
事業

子ども・子育て
新制度準備事業

既存施設の新
制度対応への
移行

施設との協
議

随時

業
務
計
画

予
算
な
し

認可保育園や認可外

31 総
保育士等研修
事業

保育士等研修事
業

認可保育園や認可外
保育施設等の保育従
事者を対象に研修を
実施し、全市的に質
の高い保育を提供す
ることを目的とする

保育従
事者

政
策
研修回数 １０回 １０回 １０回 480 未 高 高 高

現状維
持

な
し

なし
維
持

31
保育士等研修
事業

保育士等研修事
業

研修会の実施 研修回数 １０回 400
維
持

31
保育士等研修
事業

保育士等研修事
業

研修会の委託 委託回数 ２回 80
維
持

32 総
災害時メール
配信事業

災害時メール配
信事業

災害時にお
ける保護者
への連絡手
段を確保す
る

保護者
政
策
実施施設数

公立保育園
６園
児童クラブ
２８施設

公立保育園
６園
児童クラブ
２９施設

公立保育園
６園
児童クラブ
３０施設

148 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

32
保育園業務管
理事業

災害時メール配
信事業

使用料の支払
い

支払回数 年１２回 148
維
持

32
放課後児童健
全育成事業

災害時メール配
信事業

システム稼働
状況について
の連絡調整

連絡調整回
数

年１２回 125
維
持
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③
成
果

事業の
方向性

目標値

必要性

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

活動

活動量・サービス量

活動指標の名
称

④
継
続
性

業務
計画 具体的な改善

内容

平成２５年度計画

保育課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

予
算
の
方
向
性

目標値
（第2次実施計画） 広域連携の

具体的な内
容

広域連携に関する
取組

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

実績値

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

課かい名

施策目標 ニーズに合った多様な保育を行う

保育課

基礎情報

名称

総
括
フ
ラ
グ

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

名称

指標・目標

事業の指
標の達成
状況

活動指標の名称

指標・目標

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事
業
の
性
質
区
分

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

事
業
№

目標値
活動

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

活動

33 総
浜見平保育園
管理運営事業

浜見平保育園管
理運営事業

公立保育園
における安
全安心な保
育環境の向
上を目指す

子育て
家庭
（保育
園入園
希望
者）

政
策

入園児童数
（進捗状
況）

（関係機関
との調整）

（関係機関
との調整）

１２０人
（開設）

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

33
浜見平保育園
管理運営事業

浜見平保育園管
理運営事業

新規開設に向
けた関係機関
等との協議

協議の実施 随時

予
算
な
し

34 総

次世代育成支
援対策行動計
画進行管理に
関する事務

子育て支援施策の
推進により安心し
て子育てのできる
環境づくりを目指
す

子育て
家庭

定
例
定
型

開催回数 年４回 年４回 年４回
平成25年度
子育て支援課
から移管

次世代育成支援
対策行動計画進
行管理に関する
事務

子育て支援施策の
推進により安心し
て子育てのできる
環境づくりを目指
す

子育て
家庭

定
例
定
型

協議会開催
回数

年４回 年４回 657 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

34

次世代育成支
援対策行動計
画進行管理に
関する事務

平成25年度
子育て支援課
から移管

次世代育成支援
対策行動計画進
行管理に関する
事務

次世代育成支
援対策協議会
の開催

開催回数 年１回 657
減
ら
す

34

次世代育成支
援対策行動計
画進行管理に
関する事務

平成25年度
子育て支援課
から移管

次世代育成支援
対策行動計画進
行管理に関する
事務

次世代育成支
援対策行動計
画推進会議

開催回数 年１回

予
算
な
し

35 総

（仮称）子ど
も・子育て支
援計画策定及
び進行管理に
関する事務

（仮称）子ど
も・子育て支援
計画策定及び進
行管理に関する
事務

子ども・子育て支援
法の施行に伴う５か
年にわたる計画を策
定し、併せて計画の
進行管理を行う。

子ども
及び子
育て家
庭

政
策
審議会開催
回数

年８回 年４回 未 高 高 高 拡大
な
し

なし
増
や
す

35

（仮称）子ど
も・子育て支
援計画策定及
び進行管理に
関する事務

（仮称）子ど
も・子育て支援
計画策定及び進
行管理に関する
事務

子ども・子育
て支援事業計
画策定会議

開催回数 年２回

予
算
な
し

35

（仮称）子ど
も・子育て支
援計画策定及
び進行管理に
関する事務

（仮称）子ど
も・子育て支援
計画策定及び進
行管理に関する
事務

子ども・子育
てに係るニー
ズ調査

完了時期 ３月
増
や
す

関する事務 事務

888 総
災害応急対策
活動

本市域に、地震動・津
波等を伴う諸現象によ
る同時多発的災害が発
生した場合に、被害を
軽減し、応急対策活動
を部、課として迅速的
確に対処する。

全市民
等

定
例
定
型

災害応急対策活
動

定
例
定
型

888
災害応急対策
活動

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルの検
証及び見直し
等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し時期

４月 ４月

部の災害応急対策
活動マニュアルに
おける班の活動内
容及び部所管施設
の被害状況等情報
収集法法の検討

部内検討会
議

年６回

888
災害応急対策
活動

災害情報の収集及
び部内各班への連
絡体制をとるとと
もに、応急対策準
備に必要な職員を
配備等（災害等発
生時）

応急対策準備
に必要な職員
を配備（こど
も育成部全職
員）

災害発生
時

なし

災害情報の収集及
び部内各班への連
絡体制をとるとと
もに、応急対策準
備に必要な職員を
配備等（災害等発
生時）

応急対策準備
に必要な職員
を配備（こど
も育成部全職
員）

災害等発
生時

888
災害応急対策
活動

災害現地調査
の実施及び災
害対策本部へ
報告（災害等
発生時）

災害現地調査
の実施

災害発生
時

なし

災害現地調査
の実施及び災
害対策本部へ
報告（災害等
発生時）

災害現地調
査の実施

災害等発
生時

888
災害応急対策
活動

災害復旧対策
の総合調整
（災害等発生
時）

復旧計画策定
会議

災害発生
時

なし

災害時の行政
施策の総合調
整（災害等発
生時）

行政施策調
整会議の開
催

災害等発
生時

888
災害応急対策
活動

災害時相互応
援協定に基づ
く協定先との
連絡調整

連絡調整 年１回 なし

災害時相互応
援協定に基づ
く協定先との
連絡調整

連絡調整 年１回

888
災害応急対策
活動

災害時相互応
援協定に基づ
く応援要請

近隣市町及び
特例市への応

災害発生
時

なし

災害時相互応援
協定に基づく応
援要請（災害等

近隣市町及
び特例市へ

災害等発
生時

888
活動

く応援要請
（災害等発生
時）

特例市への応
援要請

時
なし

援要請（災害等
発生時）

び特例市へ
の応援要請

生時

888 総 庁内共通業務

定
例
定
型

庁内共通業務

定
例
定
型


